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12月補正予算の概要

八代市
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(単位：千円)

補 正 前 の 額 補 正 額 計 前年同期比

66,701,700 2,225,100 68,926,800 △ 2.3%

34,746,946 12,271 34,759,217 2.6%

国 民 健 康 保 険 （ 第 1 号 ） 17,172,467 △ 15,080 17,157,387 1.4%

後 期 高 齢 者 医 療 （ 第 1 号 ） 2,153,214 7,439 2,160,653 9.1%

介 護 保 険 （ 第 1 号 ） 15,161,248 17,557 15,178,805 3.1%

農業集落排水処理施設事業（第1号） 90,801 1,531 92,332 △ 2.0%

ケーブルテレビ事業（第 1号） 47,717 0 47,717 92.3%

診 療 所 （ 第 1 号 ） 70,314 824 71,138 △ 9.4%

そ の 他 51,185 0 51,185 △ 0.3%

7,564,072 △ 3,413 7,560,659 5.4%

水 道 事 業 （ 第 1 号 ） 814,711 0 814,711 △ 3.8%

簡 易 水 道 事 業 （ 第 1 号 ） 341,240 0 341,240 △ 15.5%

下 水 道 事 業 （ 第 1 号 ） 6,408,121 △ 3,413 6,404,708 8.1%

109,012,718 2,233,958 111,246,676 △ 0.3%

令和4年度12月補正予算

会 計 名

一 般 会 計 （ 第 10 号 ）

特 別 会 計

企 業 会 計

合           計
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一般会計事項別明細

【歳　入】 （単位:千円）

補 正 前 の 額 補 正 額 計

1 市 税 15,327,139 238,048 15,565,187

2 地 方 譲 与 税 645,000 645,000

3 利 子 割 交 付 金 7,000 7,000

4 配 当 割 交 付 金 25,000 25,000

5 株 式 等 譲 渡 所 得 割 交 付 金 35,000 35,000

6 法 人 事 業 税 交 付 金 159,000 159,000

7 地 方 消 費 税 交 付 金 2,902,000 2,902,000

8 ゴ ル フ 場 利 用 税 交 付 金 7,100 7,100

9 環 境 性 能 割 交 付 金 32,000 32,000

10 地 方 特 例 交 付 金 85,200 85,200

11 地 方 交 付 税 16,057,519 16,057,519

12 交 通 安 全 対 策 特 別 交 付 金 14,000 14,000

13 分 担 金 及 び 負 担 金 366,830 366,830

14 使 用 料 及 び 手 数 料 781,080 781,080

15 国 庫 支 出 金 14,412,147 157,590 14,569,737

16 県 支 出 金 6,324,850 135,719 6,460,569

17 財 産 収 入 86,792 86,792

18 寄 附 金 1,224,008 1,100,980 2,324,988

19 繰 入 金 1,463,582 12,990 1,476,572

20 繰 越 金 1,100,000 428,973 1,528,973

21 諸 収 入 936,153 936,153

22 市 債 4,710,300 150,800 4,861,100

歳 入 合 計 66,701,700 2,225,100 68,926,800

【歳　出】 （単位:千円）

補 正 前 の 額 補 正 額 計

1 議 会 費 354,369 816 355,185

2 総 務 費 7,352,899 1,143,355 8,496,254

3 民 生 費 26,444,593 275,728 26,720,321

4 衛 生 費 4,563,203 27,281 4,590,484

5 農 林 水 産 業 費 3,362,105 56,121 3,418,226

6 商 工 費 3,078,152 △ 9,721 3,068,431

7 土 木 費 5,500,010 △ 16,764 5,483,246

8 消 防 費 2,526,308 2,526,308

9 教 育 費 4,536,514 238,215 4,774,729

10 災 害 復 旧 費 1,849,241 35,876 1,885,117

11 公 債 費 6,580,679 6,580,679

12 諸 支 出 金 533,627 474,193 1,007,820

13 予 備 費 20,000 20,000

歳 出 合 計 66,701,700 2,225,100 68,926,800

款

款
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※略語の解説

≪最優先課題≫

≪八代市の未来を創る5つのビジョン関連事業≫

　以下の項目に該当する事業については、事務事業名の頭に略語を表示し
ています。

【コ】 …新型コロナウイルス感染症対策関連事業

【豪】 …令和2年7月豪雨災害関連事業

【災】 …災害に強い豊かな「まち」の実現

【ス】 …持続可能な選ばれるまち“スマートシティやつしろ”の推進

【育】 …次代を担う子どもの育成と安心な暮らしの創生

【農】 …稼げる農林水産業の実現

【賑】 …地域の魅力とにぎわいの創出
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一般会計補正予算

款
補 正 額

【議会費】
816

(1) 人件費 816

（人事課）
特別職（28人）　一般職（11人）

債務負担行為の設定（新年度に係る契約等に必要なもの）

【総務費】
1,143,355

(2) 人件費 △ 5,696
（人事課）

特別職（3人）　一般職（357人）

(3) 人件費（台風14号関係分） 15,399 県支出金 15,399

（人事課） （10／10）
令和4年9月台風14号に伴い開設した避難所に係る人件費について補正する
もの。

(4) 電気料 12,229

（各支所地域振興課）
燃料価格高騰等に伴う市有施設の電気料の不足額を補正するもの。

　・千丁支所：4,512千円
　・鏡支所　：6,035千円
　・東陽支所：　649千円
　・泉支所　：1,033千円

(5) ふるさと納税事業 625,807 寄附金 625,807

（観光・クルーズ振興課）
ふるさと元気づくり応援寄附金が当初の予定を上回る見込みであるため、
寄附金額に関連して発生する経費の不足額を補正するもの。

　ふるさと納税謝礼（特産品代）：406,780千円
　支払決済手数料　　　　　　　：  9,335千円
　ふるさと納税委託料　　　　　：207,492千円
　地場商品基準強化対策PR委託料：  2,200千円

(6) 国県支出金等返還金事業 443,781

（会計課）
過年度の国県支出金等の精算に伴い、超過交付分を返還するもの。

　＜主なもの＞
　新型コロナウイルス感染症ワクチン接種関係：185,173千円
　生活保護費関係　　　　　　　　　　　　　： 78,068千円

　  補正後額　　 　　補正前額 　         補正額
　 453,781千円　－  10,000千円　 ＝    443,781千円

(7) 坂本支所等建設事業（豪雨災害） 48,500 市債 36,500

（復興整備課） （100％）
坂本支所及びコミュニティセンター等の再建に向けた、基本設計・実施設
計等の委託業務に係る経費を補正するもの。

　坂本支所及びコミュニティセンター等設計委託：48,500千円
　（基本・実施設計、地質調査等）

【豪】

（単位：千円）

特 定 財 源主 要 事 項

【債務負担行為】 単位：千円
事 項 期 間 限 度 額

やつしろ市議会だより作成経費 令和4～5年度 5,456

八代市議会会議録作成業務委託 令和4～5年度 1,705

八代市議会委員会記録作成業務委託 令和4～5年度 1,900

【繰越明許費】 単位：千円
限 度 額

48,500

事              項

坂 本 支 所 等 建 設 事 業 （ 豪 雨 災 害 ）
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款
補 正 額

（単位：千円）

特 定 財 源主 要 事 項

(8) 番号制度導入事業 2,603 国庫支出金 2,603

（市民課） （10/10）
マイナンバーカードの申請・交付業務の増加に伴い、会計年度任用職員を
雇用する経費を補正するもの。

　会計年度任用職員人件費：2,603千円

(9) 戸籍住民基本台帳事務事業 732 国庫支出金 732

（市民課） （10/10）
国の戸籍情報連携システムに接続する機器を導入する経費を補正するも
の。

　生体認証装置：424千円（11台：本庁5台、5支所及び日奈久出張所分）
　スキャナ装置：308千円（ 1台：鏡支所分）

指定管理に伴う債務負担行為 ―
（泉支所地域振興課）

債務負担行為の設定（新年度に係る契約等に必要なもの） 　　―

繰越明許費（復興整備課） ―
令和4年10月の坂本支所等配置計画の基本方針決定等を踏まえ、早急に県
道中津道八代線の詳細設計、支所用地造成設計、造成用地測量を行う必要
があるが、年度内での完了が困難なため繰越すもの。

単位：千円
件 名 期 間 限 度 額 事 業 概 要

【更新】
八代市振興センター
いずみ管理運営委託

R4～5 6,987

対象施設　　：振興センターいずみ
指定管理期間：令和5年4月1日～令和6年3月31日（1年・公募）
委託先      ：八代市商工会
委託金額    ：令和5年度 　 6,987千円
　
※前回指定管理期間：令和2年4月1日～令和5年3月31日（3年・公募）
　前回委託金額　　：18,732千円（3年合計）
　　　　             6,244千円（単年平均）

【債務負担行為】 単位：千円
事 項 期 間 限 度 額

ふるさと納税業務委託 令和4～5年度

寄附金額に21％を
乗じて得た額に消
費税及び地方消費
税の額を加算した
額

ふるさとやつしろ元気づくり応援寄附金
収納代行手数料

令和4～5年度

寄附金額に3.5％
を乗じて得た額及
び基本月額に消費
税及び地方消費税
の額を加算した額

広報やつしろ作成業務委託 令和4～5年度 47,330

緑地植栽管理業務委託（千丁支所） 令和4～5年度 935

清掃及び環境衛生管理業務委託（千丁支所） 令和4～5年度 1,110

空調設備保守点検業務委託（鏡支所） 令和4～5年度 1,157

清掃及び環境衛生管理業務委託（鏡支所） 令和4～5年度 1,199

樹木管理業務委託（鏡支所） 令和4～5年度 660

マイナンバー統合端末機器リース料 令和4～8年度 3,485

マイナンバー受付センター公用車リース経費 令和4～5年度 676
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款
補 正 額

（単位：千円）

特 定 財 源主 要 事 項

【民生費】
275,728

(10) 人件費 28,808

（人事課）
 一般職（189人）

(11) 特別会計繰出金事業（国保） △ 15,080
（国保ねんきん課）

 一般職（18人）

(12) 特別会計繰出金事業（後期高齢） 7,439

（国保ねんきん課）
 一般職（8人）

(13) 特別会計繰出金事業（介護） △ 15,461
（介護保険課・高齢者支援課）

 一般職（31人）

(14) 小規模法人のネットワーク化による協働推進等事業 2,687 県支出金 2,687

（健康福祉政策課） （10/10）

(15) 地域介護・福祉空間整備等交付金事業 21,131 国庫支出金 21,131

（介護保険課） （10/10）

(16) 介護基盤緊急整備特別対策事業 70,700 県支出金 70,700

（介護保険課） （10/10）

国の「地域介護・福祉空間整備等施設整備交付金」を活用して、高齢者施
設の防災・減災対策を推進し、利用者等の安全・安心を確保するための設
備整備に係る経費の一部を補助するもの。

【既存小規模高齢者施設等のスプリンクラー整備等事業】
　　有料老人ホーム
　　　事業者　　：合同会社千里プランニング
　　　事業内容　：スプリンクラー設備の設置
　　　総事業費　：11,000千円
　　　補助金額　： 5,731千円（定額補助）

【認知症高齢者グループホーム等防災改修等支援事業】
　　地域密着型特別養護老人ホーム
　　　事業者　　：社会福祉法人八代愛育会
　　　事業内容　：非常用自家発電設備装置の設置
　　　総事業費　：15,400千円
　　　補助金額　：15,400千円（定額補助）

八代圏域住宅型有料老人ホーム連絡協議会が、災害時要援護者となる高齢
者の生活支援、介護人材の確保・定着といった地域課題に対して実施する
講演会や研修会等の経費を補助するもの。

　実施主体　：八代圏域住宅型有料老人ホーム連絡協議会
　事業内容　：①住宅型有料老人ホームの災害時ＢＣＰ（事業継続計画）
　　　　　　　の普及及び策定の促進を目的とした研修会・講演会の実施
　　　　　　　②有料老人ホーム勤務職員を対象とした、スキルアップと
　　　　　　　　資格取得のための研修受講の支援
　補助金額　：2,687千円

地域の介護拠点となる施設等の整備を図るため、地域密着型サービス事業
所の整備を行う事業者に対し、整備に要する経費の一部を補助するもの。

【地域密着型サービス等整備助成事業】
　　認知症高齢者グループホーム
　　　事業者　：ＮＰＯ法人八竜会
　　　補助額　：33,600千円（定額）× 2施設 ＝ 67,200千円

【新型コロナウイルス感染症拡大防止対策支援事業】
　　特別養護老人ホーム
　　　事業内容　：家族面会室の整備
　　　事業者　　：社会福祉法人川岳福祉会
　　　補助額　　： 3,500千円（定額）× 1施設 ＝  3,500千円

【繰越明許費】 単位：千円
限 度 額

67,200

事              項

介 護 基 盤 緊 急 整 備 特 別 対 策 事 業
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款
補 正 額

（単位：千円）

特 定 財 源主 要 事 項

(17) 施設開設準備経費助成特別対策事業 15,102 県支出金 15,102

（介護保険課） （10/10）

(18) 後期高齢者医療広域連合負担金事業 75,953

（国保ねんきん課）

(19) 新型コロナウイルス感染症対策事業（生活困窮者自立支援） 10,000 国庫支出金 10,000

（生活援護課） （10/10）

(20) 高齢者施設等物価高騰対策支援金支給事業（重点交付金） 45,075 国庫支出金 45,075

（介護保険課） （臨）

(21) 障害福祉サービス等事業所物価高騰対策支援金支給事業（重点交付金） 10,115 国庫支出金 10,115

（障がい者支援課） （臨）

生活困窮者自立支援金について、申請期限が令和4年9月30日から令和4年
12月31日までに延長されたことから、支給額の増加分について補正するも
の。

　　補正後額　　 　補正前額 　　 　補正額
 　52,332千円  -  42,332千円　 ＝ 10,000千円

　対象世帯：緊急小口資金及び総合支援資金の貸付が終了した世帯、総合
　　　　　　支援資金の再貸付について不承認とされた世帯などであっ
　　　　　　て、収入要件、資産要件、求職活動等の要件を満たす世帯
　　　　　　（生活保護受給世帯を除く）
　支給月額：単身世帯 60千円、2人世帯 80千円、3人以上世帯 100千円
　支給期間：3ヶ月

コロナ禍において、原油価格や電気・ガス料金等を含む物価高騰の影響に
直面する高齢者施設等の事業者に対し、事業の安定的な運営を支援するた
め、物価高騰対策支援金を支給するもの。

　物価高騰対策支援金　：　45,075千円
　　入所系施設（115施設）　　：　 24,525千円
　　通所系施設（106施設）　　：　  7,150千円
　　訪問系施設（335施設）　　：　 13,400千円

【コ】

コロナ禍において、原油価格や電気・ガス料金等を含む物価高騰の影響に
直面する障がい者施設等の事業者に対し、事業の安定的な運営を支援する
ため、物価高騰対策支援金を支給するもの。
　
　物価高騰対策支援金　：10,115千円
　　入所系施設（39施設）　　：　4,135千円
　　通所系施設（92施設）　　：　5,300千円
　　訪問系施設（17施設）　　：　　680千円

令和3年度の後期高齢者医療に係る療養給付費負担金の確定に伴い、不足
が生じたことから、追加納付する経費を補正するもの。
　
 後期高齢者医療広域連合負担金
　
      負担金精算額　　　 R3納付済額　　　  追加納付額
　   1,815,839千円　－　1,739,886千円　＝　75,953千円

【コ】

【コ】

地域密着型サービス事業所の整備を行う事業者に対し、事業所の開設準
備に要する経費の一部を補助するもの。

【地域密着型サービス等整備助成事業】
　　認知症高齢者グループホーム（2施設）
　　　事業者　：ＮＰＯ法人八竜会
　　　補助額　：839千円（定額）× 9床 × 2施設 ＝ 15,102千円

【繰越明許費】 単位：千円
限 度 額

15,102

事              項

施 設 開 設 準 備 経 費 助 成 特 別 対 策 事 業
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款
補 正 額

（単位：千円）

特 定 財 源主 要 事 項

(22) 放課後児童クラブ等物価高騰対策支援金支給事業（重点交付金） 1,787 国庫支出金 1,787

（こども未来課） （臨）

(23) 保育所等物価高騰対策支援金支給事業（重点交付金） 11,720 国庫支出金 7,915

（こども未来課） （臨）
県支出金
（1/2） 3,805

(24) 公立保育所運営事業 4,300

（こども未来課）

(25) 生活保護事業 1,452 国庫支出金 1,452

（生活援護課） （10/10）

債務負担行為の設定（新年度に係る契約等に必要なもの） ―

【衛生費】
27,281

(26) 人件費 24,893

（人事課）
一般職（80人）

(27) 千丁健康温泉センター管理運営事業 741

（健康福祉政策課）
千丁健康温泉センターの温泉槽源泉流水装置モーターバルブが老朽化によ
り故障したため、取替修繕に必要な経費を補正するもの。

　温泉槽源泉流水装置モーターバルブ修繕費　：741千円

(28) 電気料 1,647

（環境施設課）
燃料価格高騰等に伴う市有施設の電気料の不足額を補正するもの。

　・斎場　　　　　：692千円
　・し尿処理施設　：955千円

令和6年3月から運用開始予定の医療扶助のオンライン資格確認について、
システム改修に要する経費を補正するもの。

　生活保護基幹業務システム改修　：902千円
　レセプト管理システム改修　　　：550千円

コロナ禍において、電力・ガス等の光熱費高騰の影響に直面する保育園・
幼稚園・認定こども園等の事業者に対し、事業の安定的な運営を支援する
ため、物価高騰対策支援金を支給するもの。

　物価高騰対策支援金　：　11,720千円
　　私立保育所（42施設）　　 　：　9,780千円
　　私立幼稚園（1施設）　　　　：  　150千円
　　認定こども園（5施設）　　　：　1,350千円
　　地域型保育事業所（3施設）　：　　135千円
　　認可外保育施設（5施設）　　：　　215千円
　　私学助成幼稚園（1施設）　　：　   90千円

【コ】

コロナ禍において、電力・ガス等の光熱費高騰の影響に直面する放課後児
童クラブ等の事業者に対し、事業の安定的な運営を支援するため、物価高
騰対策支援金を支給するもの。

　物価高騰対策支援金　：　1,787千円
　　放課後児童クラブ（34施設）　 ：　1,685千円
　　子育て支援センター（5施設）　：　　102千円

【コ】

令和5年4月から民営化を予定している市立河俣保育園について、移管後も
引き続き適切な保育の提供ができるよう、現園舎の改修を行うための経費
を補正するもの。

　工事請負費　　：4,300千円
　　【改修内容】①遊戯室エアコン改修
　　　　　　　　②非常用照明・誘導灯改修
　　　　　　　　③調理室床改修

【債務負担行為】 単位：千円
事 項 期 間 限 度 額

　生活保護診療報酬明細書点検整理業務委託 令和4～5年度 891
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款
補 正 額

（単位：千円）

特 定 財 源主 要 事 項

債務負担行為の設定（新年度に係る契約等に必要なもの） 　　―

【農林水産業費】
56,121   

(29) 人件費 33,070

（人事課）
一般職（110人）

(30) 特別会計繰出金事業（農集） 1,531
（下水道総務課）

電気料の不足額を農業集落排水処理施設事業特別会計に繰り出すもの。

　  補正後額　　 　　補正前額 　         補正額
　 5,901千円　－    4,370千円　 ＝      1,531千円

(31) いぐさ・畳表生産体制強化支援対策事業 280 県支出金 280

（農業振興課） （10/10）
「いぐさ・畳表生産体制強化支援対策事業」を活用し、燃油消費削減及び
いぐさ乾燥機の長寿命化を図るために、必要な改良整備に要する経費の一
部を補助するもの。

　　事業主体　：　太牟田いぐさ乾燥機利用組合
　　事業内容　：　い草乾燥機への間仕切りカーテン設置や制御盤取替に
　　　　　　　　　よる燃油消費削減に向けた改良整備
　
　　事業費　　：　561千円
　　補助金　　：　280千円（補助率1/2以内）

(32) 園芸・特産事業者緊急支援事業 11,143 県支出金 11,143

（農業振興課） （10/10）
新型コロナウイルス感染症の拡大に伴う緊急事態宣言等の制限により影響
を受けた園芸・特産品目の生産者に対して、省エネ・肥料・資材低減につ
ながる新たな取組に必要な資機材の導入に要する費用の一部を補助するも
の。

(33) 土地改良施設突発事故復旧事業 10,097 県支出金 7,603

（農地整備課） （64/85）
八代平野北部土地改良区が管理している排水機場のポンプの一部が故障し
たことから、修繕費用の一部を補助するための経費を補正するもの。

　実施主体：八代平野北部土地改良区
　対象施設：郡築大硴排水機場
　事業内容：№3ポンプ電動機のコイル巻き替え　N＝1基
　総事業費：11,880千円
　補助額　：10,097千円（補助率85％）

市債
（90％）

2,200

事業実施主体 受益戸数 事業内容 作物
補助対象額

（千円）
補助金
（千円）

八代地域農業協同組合
園芸部

16戸
遮光資材・
内張資材等導入

トマト
ミニトマト

14,658 4,876

農事組合法人八協連 16戸
遮光ネット・
保湿資材等導入

トマト
ミニトマト

15,012 5,002

農業経済向上研究会 1戸 防虫ネット導入 ミニトマト 318 105

株式会社
トマトドリームカンパニー

1戸 防虫ネット導入 トマト 3,480 1,160

33,468 11,143

※補助率（１／３）以内

計

【債務負担行為】 単位：千円
事 項 期 間 限 度 額

九州新幹線鉄道騒音・振動調査業務委託 令和4～5年度 1,738

廃蛍光管処理業務委託 令和4～5年度 1,788

廃乾電池処理業務委託 令和4～5年度 1,782

廃家電運搬業務委託 令和4～5年度 3,300

八代市有料指定袋作製経費 令和4～5年度 78,000

衛生処理センター水質分析業務委託 令和4～5年度 600

浄化槽汚泥処理施設水質分析業務委託 令和4～5年度 1,061
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款
補 正 額

（単位：千円）

特 定 財 源主 要 事 項

繰越明許費（農地整備課） ―

・市内一円土地改良整備事業については、実施主体である土地改良区にお
いて、人材不足や資材確保が困難による工期調整並びに計画路線の境界に
関する協議による設計の遅延によって、年度内の完成が困難となったため
繰越すもの。
・農地耕作条件改善事業については、令和4年7月の国の内示後の測量設計
着手並びに工事発注となり、工期の確保ができず年度内の完成が困難と
なったため繰越すもの。
・農業水路等長寿命化・防災減災事業については、仮設工の変更に伴う工
法検討及び国・県との協議に日数を要したことや、工事進入路が重複する
ことから年度内の完成が困難となったため繰越すもの。

繰越明許費（水産林務課） ―

水無線橋梁改修工事では測量設計委託の遅延により工事発注が遅れ、木々
子日光線舗装工事では施工箇所の起点側で実施する工事の入札不調が続き
完了が見込めなくなったことにより、終点側の接続道路から搬入する計画
へ変更したが、幅員が極小のため搬入効率が悪くなることから年度内の完
成が困難となったため繰越すもの。

【商工費】
△ 9,721

(34) 人件費 △ 10,701
（人事課）

一般職（41人）

(35) 東陽交流センター「せせらぎ」「菜摘館」管理運営事業 980 寄附金 980

（観光・クルーズ振興課）
一般社団法人九州地域づくり協会の「防災拠点となる道の駅への寄附金」
に採択されたことにより、「道の駅東陽」の防災備品を整備する経費を補
正するもの。

　消耗品費 　： 240千円（防災用保存水）
　備品購入費 ： 740千円（ポータブル電源,車椅子,トランシーバー等）

繰越明許費（観光・クルーズ振興課） ―

緒方家の茅葺屋根補修工事について、入札を2回実施したが、いずれも入
札不調となり、年度内完了の工期確保ができないため繰越すもの。

【土木費】
△ 16,764

(36) 人件費 △ 26,401
（人事課）

一般職（126人）

(37) 電気料 637
（下水道建設課）

燃料価格高騰等に伴う市有施設の電気料の不足額を補正するもの。

　・雨水ポンプ場：637千円

【繰越明許費】 単位：千円
限 度 額

4,200

事              項

五 家 荘 観 光 施 設 管 理 運 営 事 業

【繰越明許費】 単位：千円
限 度 額

10,816

39,230

25,500

事              項

市 内 一 円 土 地 改 良 整 備 事 業

農 地 耕 作 条 件 改 善 事 業

農 業 水 路 等 長 寿 命 化 ・ 防 災 減 災 事 業

【繰越明許費】 単位：千円
限 度 額

23,300

事              項

道 整 備 交 付 金 事 業
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款
補 正 額

（単位：千円）

特 定 財 源主 要 事 項

(38) 土砂災害危険住宅移転促進事業 9,000 県支出金 9,000

（土木課） （10/10）
土砂災害特別警戒区域（レッドゾーン）内に居住する方の安全な地域への
移転を促進するため、移転を行う方に対して費用の一部を補助するもの。

　土砂災害危険住宅移転促進事業補助金：9,000千円
　
　　  　補正後　　　　　補正前　　 　　補正額
　　  24,000千円　－　15,000千円　＝　9,000千円（3件分）
　
　　＜補助対象経費＞
　　　・移転経費、住宅除却費、住宅建設・購入費等
　　　・補助上限：3,000千円/件

債務負担行為の設定（新年度に係る契約等に必要なもの） ―

繰越明許費（土木課） ―
・市内一円道路改良事業については、入札不調及び関連工事に時間を要し
たことなどにより、年度内の完了が困難となったため繰越すもの。
・土砂災害危険住宅移転促進事業については、申請者による補助対象事業
（家賃補助・解体・移転）の完了が今年度中にできず、年度内の補助金支
払いが困難となったため繰越すもの。

【教育費】
238,215

(39) 人件費 24,959

（人事課）
特別職（1人）　一般職（148人）

(40) 電気料 74,920

（教育政策課・生涯学習課・博物館・スポーツ振興課）
燃料価格高騰等に伴う市有施設の電気料の不足額を補正するもの。

　・各市立小学校　　　　　：37,565千円
　・各市立中学校　　　　　：20,548千円
　・八代支援学校　　　　　： 2,109千円
　・各市立幼稚園　　　　　：　 466千円
  ・各学校給食センター　　： 6,602千円
  ・八代市公民館　　　　　： 3,791千円
　・博物館　　　　　　　　： 2,257千円
　・鏡総合グラウンド　　　： 1,032千円
　・東陽スポーツセンター　：   550千円

(41) 小学校施設整備事業 32,900 国庫支出金 5,993

（教育施設課） （1/3）
市内の小学校が段階的に35人学級へ移行することに伴い、八千把小学校に
おいて不足教室が生じることから、「学校施設環境改善交付金」を活用
し、多目的室等を普通教室へ改修する工事に係る経費を補正するもの。

　八千把小学校教室改修工事：32,900千円

市債
（95％）

25,500

【債務負担行為】 単位：千円
事 項 期 間 限 度 額

日奈久ドリームランド芝生管理業務委託 令和4～5年度 1,637

市営住宅給水設備保守点検等業務委託 令和4～5年度 10,684

市営住宅合併浄化槽汚泥引抜業務委託 令和4～5年度 2,274

【繰越明許費】 単位：千円
限 度 額

32,900

事              項

小 学 校 施 設 整 備 事 業
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款
補 正 額

（単位：千円）

特 定 財 源主 要 事 項

(42) 小学校施設トイレ改修事業 55,100 国庫支出金 12,425
（教育施設課） （1/3）

「学校施設環境改善交付金」を活用し、八千把小学校北側校舎のトイレに
ついて、洋式化や給排水管、内装の改修工事に係る経費を補正するもの。

　八千把小学校トイレ改修工事：55,100千円

市債
（100％）

42,600

(43) 中学校施設整備事業 46,700 国庫支出金 14,434
（教育施設課） （1/3）

「学校施設環境改善交付金」を活用し、日奈久中学校において、避難所と
して必要なライフラインの確保のため、受水槽の新設工事に係る経費を補
正するもの。

　日奈久中学校受水槽新設工事：46,700千円

市債
（100％）

32,200

(44) 東京2020オリンピック・パラリンピックホストタウン推進事業 3,636 繰入金 990
（スポーツ振興課）

東京2020オリンピック・パラリンピック競技大会に参加した国・地域と相
互に交流する「ホストタウン事業」に関する交流計画に基づき、相手国で
ある台湾を訪問し、本市のバドミントンジュニア選手と台湾のジュニア選
手との相互交流や、東京2020出場の台湾バドミントンオリンピアンと交流
することで、スポーツ振興など更なる相互交流を図るもの。

【スポーツ振興基金活用事業】
　事業主体　：八代市東京2020オリンピック・パラリンピック
　　　　　　　ホストタウン推進実行委員会
　市負担金額：　3,636千円
　（内訳）
　　・台湾渡航旅費　：2,830千円
　　・県バドミントン協会連絡調整業務委託料：220千円
　　・傷害保険料　　：116千円
　　・会場使用料　　：100千円
　　・バス借上料　　：290千円　　　　等

債務負担行為の設定（新年度に係る契約等に必要なもの） ―

【育】

【繰越明許費】 単位：千円
限 度 額

55,100

事              項

小 学 校 施 設 ト イ レ 改 修 事 業

【繰越明許費】 単位：千円
限 度 額

46,700

事              項

中 学 校 施 設 整 備 事 業

【債務負担行為】 単位：千円
事 項 期 間 限 度 額

歯科健診用歯鏡滅菌業務委託 令和4～5年度 922

学校施設等水質検査業務委託 令和4～5年度 2,534

学校施設等給水設備保守点検業務委託 令和4～5年度 3,656

泉小中学校スクールバス運行業務委託 令和4～7年度 19,410

学校給食施設害虫駆除業務委託 令和4～5年度 539

給食センターボイラー保守点検業務委託 令和4～5年度 538

環境衛生管理業務委託
（八代市公民館）

令和4～5年度 2,970

空調設備保守点検業務委託
（八代市公民館）

令和4～5年度 5,486

環境衛生管理業務委託
（鏡文化センター）

令和4～5年度 560

空調設備保守点検業務委託
（鏡文化センター）

令和4～5年度 2,300

樹木管理業務委託（博物館） 令和4～5年度 807

空調設備保守点検業務委託
（東陽スポーツセンター及び東陽コミュニティセン
ター）

令和4～5年度 790
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款
補 正 額

（単位：千円）

特 定 財 源主 要 事 項

【災害復旧費】
35,876

(45) 道路橋梁施設災害復旧事業 14,700 国庫支出金 9,804

（土木課） （66.7％）
平成30年及び令和元年に被災した市道腰越～平線について、県が行う治山
工事が完了することから、市道部分の土砂撤去に係る経費を補正するも
の。

　市道腰越～平線土砂撤去工事：14,700千円

市債
（100％）

4,800

(46) 河川施設災害復旧事業 21,176 国庫支出金 14,124

（土木課） （66.7％）
令和4年7月7日から7月20日にかけての大雨により被災した、野田川及び箱
石川の災害復旧工事に係る経費を補正するもの。
 
【災害復旧工事】21,176千円
　　野田川　：　13,790千円（工事費13,772千円 + 補償金 18千円）
　　箱石川　：　 7,386千円（工事費 7,238千円 + 補償金148千円）

市債
（100％）

7,000

債務負担行為の設定（新年度に係る契約等に必要なもの） ―

繰越明許費（災害復旧課） ―
・農業施設災害復旧事業（豪雨災害）については、県管理である河川護岸
復旧工事と同時に本工事の施工を行う必要があるが、県の入札不調などに
より遅延及び工事施工に期間を要することから年度内の完成が困難となっ
たため繰越すもの。
・林道施設災害復旧事業（豪雨災害）については、当該林道に到達するま
での県市発注の道路・河川の復旧工事が入札不調などにより完成が遅れた
ことから、着工時期が遅れて年度内の完成が困難となったため繰越すも
の。
・道路橋梁施設災害復旧事業（豪雨災害）については、国・県などの関係
機関との協議、調整及び他工事との現場輻輳、また、入札不調などによ
り、遅延及び工事施工に期間を要することから年度内の完成が困難となっ
たため繰越すもの。
・河川施設災害復旧事業（豪雨災害）については、国・県などの関係機関
との協議、調整及び他工事との現場輻輳により、受発注の遅延が生じ年度
内の完成が困難となったため繰越すもの。

【諸支出金】
474,193

(47) ふるさと八代元気づくり応援基金事業 474,193 寄附金 474,193

（財政課）
ふるさと元気づくり応援寄附金が当初の予定を上回る見込みのため、基金
積立金を増額補正するもの。

 　   補正後  　　　   補正前  　 　　  　補正額
  　999,726千円　－　525,533千円　＝　　474,193千円

2,225,100

【繰越明許費】 単位：千円
限 度 額

21,176河 川 施 設 災 害 復 旧 事 業

事              項

【債務負担行為】 単位：千円
事 項 期 間 限 度 額

林道施設災害（豪雨災害）復旧工事測量設計委託 令和4～5年度 37,000

【繰越明許費】 単位：千円
限 度 額

50,920

320,848

566,600

51,100

林 道 施 設 災 害 復 旧 事 業 （ 豪 雨 災 害 ）

道 路 橋 梁 施 設 災 害 復 旧 事 業 （ 豪 雨 災 害 ）

河 川 施 設 災 害 復 旧 事 業 （ 豪 雨 災 害 ）

事              項

農 業 施 設 災 害 復 旧 事 業 （ 豪 雨 災 害 ）
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特別会計補正予算

会 計
補 正 額
【国民健康保険】

△ 15,080
(48) 人件費 △ 15,080

（人事課）

一般職（18人）

債務負担行為の設定（新年度に係る契約等に必要なもの） ―

【後期高齢者医療】

7,439
(49) 人件費 7,439

（人事課）

一般職（8人）

【介護保険】

17,557
(50) 人件費 △ 15,461

（人事課）

一般職（31人）

(51) 国県等償還金事業 33,018

（介護保険課・高齢者支援課）

令和元年度及び令和3年度の事業費の確定に伴い、超過交付となった負
担金や補助金及び交付金等について、国県等へ返還を行うために必要
な経費を補正するもの。

　令和元年度返還分　　239千円
　　国庫支出金返還金　　　　　　：   223千円
　　県支出金返還金　　　　　　　：　   5千円
　　支払基金交付金返還金　　　　：    11千円
　
　令和3年度返還分　　32,779千円
　　国庫支出金返還金　　　　　　： 3,526千円
　　県支出金返還金　　　　　　　：29,253千円

【農業集落排水処理施設事業】

1,531
(52) 電気料 1,531

（下水道総務課）

燃料価格高騰等に伴う市有施設の電気料の不足額を補正するもの。

　・東陽農業集落排水処理施設： 589千円
　・泉農業集落排水処理施設　： 942千円

（単位：千円）

主 要 事 項 特 定 財 源

【債務負担行為】 単位：千円
事 項 期 間 限 度 額

診療報酬明細書点検整理等業務委託 令和4～5年度

各点検項目の単価
に取扱件数を乗じ
て得た額に消費税
及び地方消費税の
額を加算した額

国民健康保険証作成経費 令和4～5年度 3,190
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会 計
補 正 額

（単位：千円）

主 要 事 項 特 定 財 源

【ケーブルテレビ事業】

0

指定管理に伴う債務負担行為 ―

（デジタル推進課）

【診療所】

824
(53) 診療所一般管理事業（椎原診療所・下岳診療所） 824 諸収入 824

（健康福祉政策課）

令和5年4月から保険医療機関・薬局においてオンライン資格確認のシ
ステム導入が国により義務付けられたため、システム導入に必要な経
費を補正するもの。

　機器設置作業手数料　　　：296千円
　専用端末・モニター等　　：528千円

債務負担行為の設定（新年度に係る契約等に必要なもの） ―

12,271

単位：千円
件 名 期 間 限 度 額 事 業 概 要

【更新】
八代市有線テレビ
ジョン放送施設管理
運営委託

R4～5 20,919

対象施設　　：有線テレビジョン放送施設
指定管理期間：令和5年4月1日～令和6年3月31日（1年・非公募）
委託先      ：テレビやつしろ株式会社
委託金額    ：令和5年度 　20,919千円
　
※前回指定管理期間：令和4年4月1日～令和5年3月31日（1年・公募）
　前回委託金額　　：29,794千円

【債務負担行為】 単位：千円
事 項 期 間 限 度 額

椎原診療所医療事務業務委託 令和4～5年度 800
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企業会計補正予算

会 計
補 正 額
【水道事業】

0

債務負担行為の設定（新年度に係る契約等に必要なもの） ―

【簡易水道事業】

0

債務負担行為の設定（新年度に係る契約等に必要なもの） ―

【下水道事業】

△ 3,413
(54) 人件費 △ 24,913

（人事課）

一般職（27人）

(55) 電気料 21,500
（下水道建設課）

燃料価格高騰等に伴う市有施設の電気料の不足額を補正するもの。

　・ポンプ場費　　　　： 8,900千円
　・水処理センター費　：12,600千円

債務負担行為の設定（新年度に係る契約等に必要なもの） ―

△ 3,413

（単位：千円）

主 要 事 項 特 定 財 源

【債務負担行為】 単位：千円
事 項 期 間 限 度 額

簡易水道事業水質検査業務委託 令和4～5年度 18,555

【債務負担行為】 単位：千円
事 項 期 間 限 度 額

水道事業水質検査業務委託 令和4～5年度 3,933

【債務負担行為】 単位：千円
事 項 期 間 限 度 額

水処理センター水質分析業務委託 令和4～5年度 1,050

公共桝設置工事経費 令和4～5年度 66,671
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令和４年度人件費補正の概要 

【一般会計・特別会計・企業会計の補正額】 

人件費補正額                               （単位：千円） 
 

区   分 補正額 備   考 

報   酬 △2,508 ・議員退職に伴う報酬減額による影響（△2,508） 

給   料 7,277 

・育児休業、退職等（△32,939） 

・給与改定による影響（10,116） 

・人事異動等（30,100） 

職員手当等 

（児童手当を含む） 
72,246 

・育児休業、退職等（△24,732） 

・時間外勤務手当（55,980） 

※うち、水防手当（33,940） 

・人事異動、手当の増減等による影響額（339） 

・給与改定による影響（40,659） 

共 済 費 △39,883 

・育児休業、退職等（△11,189） 

・人事異動等(10,152） 

・共済負担金率改定（△46,845） 

・給与改定による影響（7,999） 

合   計 37,132  

  ※人事院勧告に伴う給与改定影響額（58,774） 

   【一般会計】給与改定影響額（54,344） 

   【特別会計】給与改定影響額（2,969） 

   【企業会計】給与改定影響額（1,461） 
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【一般会計】 
 

人件費補正額                               （単位：千円） 
 

区   分 補正額 備   考 

報   酬 △2,508 ・議員退職に伴う報酬減額による影響（△2,508） 

給   料 32,054 

・育児休業、退職等（△27,513） 

・人事異動等（50,444） 

・給与改定による影響（9,123） 

職員手当等 

（児童手当を含む） 
82,871 

・育児休業、退職等（△21,387） 

・時間外勤務手当（54,180） 

※うち、水防手当（33,940） 

・人事異動、手当の増減等による影響（12,291） 

・給与改定による影響（37,787） 

共 済 費 △27,270 

・育児休業、退職等（△9,576） 

・人事異動等(17,632） 

・共済負担金率改定（△42,760） 

・給与改定による影響（7,434） 

合   計 85,147  

 

※ 人事院勧告に伴う給与改定影響額（54,344） 

 
特別会計への繰出金                            （単位：千円） 

 

区   分 補正額 備   考 

繰 出 金 

△15,080 国民健康保険特別会計繰出金 

7,439 後期高齢者医療特別会計繰出金 

△15,461 介護保険特別会計繰出金 

合   計 △23,102  

 
補正額合計 

 

 

   人件費補正額合計 85,147千円 ＋ 特別会計繰出金合計 △23,102千円 ＝ 62,045千円 
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【特別会計】 

 

【国民健康保険特別会計】 

人件費補正額                               （単位：千円） 
 

区   分 補正額 備   考 

給   料 △7,401 

・育児休業（△1,539） 

・人事異動等（△6,179） 

・給与改定による影響（317） 

職員手当等 

（児童手当を含む） 
△4,029 

・育児休業（△1,022） 

・人事異動等（△3,601） 

・給与改定による影響（594） 

共 済 費 △3,650 

・育児休業（△464） 

・人事異動等（△2,296） 

・共済負担金率改定（△1,005） 

・給与改定による影響（115） 

合   計 △15,080  

 

※ 人事院勧告に伴う給与改定影響額（1,026） 

 

【後期高齢者医療特別会計】 

人件費補正額                               （単位：千円） 
 

区   分 補正額 備   考 

給   料 4,428 ・人事異動等（4,428） 

職員手当等 

（児童手当を含む） 
2,176 

・人事異動等（583） 

・時間外勤務手当（1,300） 

・給与改定による影響（293） 

共 済 費 835 

・人事異動等（1,044） 

・共済負担金率改定（△268） 

・給与改定による影響（59） 

合   計 7,439  

 

※ 人事院勧告に伴う給与改定影響額（352） 
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【介護保険特別会計】 

人件費補正額                               （単位：千円） 
 

区   分 補正額 備   考 

給   料 △9,438 

・育児休業（△1,255） 

・人事異動等（△8,534） 

・給与改定による影響（351） 

職員手当等 

（児童手当を含む） 
△1,800 

・育児休業（△804） 

・人事異動等（△2,032） 

・給与改定による影響（1,036） 

共 済 費 △4,223 

・育児休業（△208） 

・人事異動等（△2,809） 

・共済負担金率改定（△1,410） 

・給与改定による影響（204） 

合   計 △15,461  

 

※ 人事院勧告に伴う給与改定影響額（1,591） 

 

 

【下水道事業会計】 

人件費補正額                               （単位：千円） 
 

区   分 補正額 備   考 

給   料 △12,366 

・退職等（△2,632） 

・人事異動等（△10,059） 

・給与改定による影響（325） 

職員手当等 

（児童手当を含む） 
△6,972 

・退職（△1,519） 

・人事異動等（△6,902） 

・時間外勤務手当（500） 

・給与改定による影響（949） 

共 済 費 △5,575 

・退職等（△941） 

・人事異動等（△3,419） 

・共済負担金率改定（△1,402） 

・給与改定による影響（187） 

合   計 △24,913  

 

※ 人事院勧告に伴う給与改定影響額（1,461） 


